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2. 寄稿：地域課題解決の新たな手法として期待されるシビックテック 

 （公益財団法人東北活性化研究センター 調査研究部長 金内雅人） 

 

シビックテックとはシビック（Civic）とテクノロジー（Technology）を掛け合わせた造語で

ある。定義は諸説あるが、一般には「市民が中心となってテクノロジーを活用し、社会課題を

解決する取り組み」（総務省「令和 2 年度情報通信白書」）等と認識されている。2008 年、当

時のアメリカオバマ大統領に始まった市民主導による地域課題解決の手法であり、今やアメリ

カの Code for America を中心に、世界各国で活動が展開されている。日本では東日本大震災後

の 2013 年に Code for Japan が設立され、現在約 80 のブリゲード（地域支部団体）が日本各

地で活動を続けている。 

 

しかし、その活動は意外と知られていない。その理由は、シビックテックの殆どは市民がボラ

ンティアで行っているからだ。そのため、資金、人材面での制約が大きく、プロジェクトの終

了とともに、シビックテックの活動そのものも終わってしまうケースも多い。 

 

一方、最近は、行政が地域課題解決の手段としてシビックテックを活用するケースも増えてい

る。金沢市では「マッチングボックス“マッチ箱”」と言う仕組みを導入し、解決して欲しい

地域課題を市民から募集し、その課題を解決できる市民、企業をマッチングさせ、課題解決に

当たっている（ https://kanazawa-civic-tech.jp/news/1009/ ）。山口県の「シビックテックチャレ

ンジ YAMAGUCHI」では、解決して欲しい地域課題を県内の市町村から募集し、その課題を

解決できる県内外企業やスタートアップとマッチングさせ、実証実験の場を提供している

（ https://cc-yamaguchi.jp ）。佐賀市の「SAGA スマート街なかプロジェクト」ではシビックテ

ックの手法を用いて地域課題を解決するアイデアを募集し、その課題を解決できる企業、市民

と共創しながら課題解決に当たっている（ https://smart.saga.jp ）。 

 

これら行政主導によるシビックテックは、以下の 3点においてアメリカのシビックテックとは

異なる。 

 

１点目は、市民単独ではなく、産官民の連携が図られていることである。 

市民単独では資金、人材面での限界から、事業の持続性に課題がある。しかし、産官民の連携

により、資金、人材等のリソースが確保できるメリットがある。例えば、行政が地域課題解決

の手段としてシビックテックを活用することにより、資金面では行政が必要な資金を拠出し、

人材面では企業が市民だけでは不足するノウハウを提供することで、資金、人材の安定的な確

保が期待される。 

 

2 点目は、デジタル技術の活用にこだわっていないことである。 

もともとアメリカで誕生したシビックテックは、市民のエンジニアが公共のオープンデータを

活用して地域課題解決のソリューションを提供するものであった。しかし、日本のシビックテ

ックは市民の主体的な参画があればデジタル技術の活用には特に拘りはない。地域課題解決の
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新たな手法として活用する自治体も多い。 

 

3 点目は、市民の主体性を活かす仕掛けや工夫がなされていることである。 

産官民の連携が図られたとしても、市民の主体性がなければシビックテックとは言えない。前

述の行政主導のシビックテックでは市民の主体的な参画を促すため、シビックテックに関する

市民への啓蒙や市民ワークショップ開催を行い、地域の課題を共有し、解決策を共創している。 

 

このように日本のシビックテックは、市民単独の取り組みから行政主導による産官民連携へと

変化を遂げている。まさに「日本型シビックテックモデル」へと進化してきていると言える。

すなわち、行政主導により、市民参加型のワークショップやオンラインの意見集約プラットフ

ォームを通じて市民が抱える地域課題・ニーズを集約し、それらに対して地域内外の企業から

課題解決のソリューションを募集し、市民・行政・企業が連携して実証プロジェクトに取り組

むモデルである（「図表 日本版シビックテックモデルの概念図」参照）。 

 

図表 日本版シビックテックモデルの概念図 

今後、「日本型シビックテックモデル」が地域課題解決の新たな手段として更に定着・発展し

ていくためには以下の 3 点が必要であると考えられる。 

 

1 点目。シビックテックの制度化である。現在、公有資産の整備・維持管理については PFI

（Private Finance Initiative）があるが、地域課題解決を民間に委託又は民間と共創する制度は

ない。地域課題解決手段としてシビックテックを制度化し、国等から財政措置が得られるよう

になれば、自治体によるシビックテックの活用が増えることが期待される。2024 年 10 月に発

足した石破政権では地方創生 2.0 を政権の目玉政策の一つに掲げ、地方創生交付金の倍増を図



 

Japa Newsletter 2025/06/01 ＃63                                            5 

る見通しである。地方創生 2.0 時代における地域課題解決の新たな手法として、シビックテッ

クの制度化に期待する。 

 

2 点目。人材育成・確保である。シビックテックの持続可能性を高めるためには担い手となる

市民や推進役となるリーダーの育成・確保が欠かせない。Code for Japan 創設者の関治之氏に

よれば、シビックテックに市民を巻き込むポイントは、エンジニアであるなしにかかわらず、

これまで地域貢献活動に取り組んできた組織・人材に広く参加を呼び掛けることであると言う。

ITスキルを持つ大学生やプログラミングを学ぶ高校生など若者を活動に巻き込むことも重要で

ある。専門人材の不足する地方圏では都市部の副業人材の活用も有効である。 

 

3 点目。市民・行政・企業の共創の場の創出である。市民がより主体的にシビックテックに関

わるためには市民・行政・企業が日常的に地域課題について議論し、ソリューション開発に取

り組む場（所謂「リビングラボ」）が必要である。「リビングラボ」は市民参加型ワークショッ

プなど従来の市民参加の進化系であるが、従来の市民参加が市民の「意見を聞くための場」で

あるのに対し、リビングラボは市民・行政・企業が「一緒に課題解決を図る場」であると言え

る。「リビングラボ」の設置・運営には資金が必要である。市民の主体性確保の観点からは、

立ち上げ当初は行政の補助金に依存しつつも、実装段階では市民が提供するアイデアや工数の

対価として企業が負担することが望ましい。 

  

私見ではあるが、日本専門家活動協会が取り組んでいる「大磯地方創生事業推進コンソーシア

ム」にシビックテックの要素を取り入れてみてはどうか。住民参加を促進し、より効率的かつ

持続可能なまちづくりが可能になることが期待される。例えば、住民が地域の課題やアイデア

を投稿できる「デジタル意見箱」を開設したり、大磯町のオープンデータを住民・企業・研究

者が自由にデータを分析し、新しいビジネスや政策のアイデアを提案できる仕組みを構築した

り、「あなたの考える理想の大磯」をテーマに市民が自由にアイデアを出し合うイベントを企

画したりすることなどが考えられる。 

  

地方創生 2.0 時代における新たな地域課題解決手段としてのシビックテックの役割と可能性に

期待したい。 

 

 

1 本稿は、2024 年度東北活性化研究センター調査研究事業報告書「シビックテックによる地域課題解決

の先進事例調査～市民・行政・企業の共創でつくる持続可能なシビックテックモデル～」（2025 年 4 月

公表）（https://www.kasseiken.jp/2025/04/15/post-8371/）の内容をもとに、一部私見も交え執筆した

ものである。 

 

 

 

補：寄稿のバックナンバーはhttps://www.japa.fellowlink.jp/professionalに掲載 


